
障
害
者
に
よ
る
情
報
の
取
得
及
び
利
用
並
び
に
意
思
疎
通
に
係
る
施
策
の
推
進
に
関
す
る
法
律 

目
次 第

一
章 
総
則
（
第
一
条
―
第
十
条
） 

第
二
章 

基
本
的
施
策
（
第
十
一
条
―
第
十
六
条
） 

附
則 

 
 

 

第
一
章 

総
則 

（
目
的
） 

第
一
条 

こ
の
法
律
は
、
全
て
の
障
害
者
が
、
社
会
を
構
成
す
る
一
員
と
し
て
社
会
、
経
済
、
文
化
そ
の
他
あ
ら
ゆ
る
分
野
の

活
動
に
参
加
す
る
た
め
に
は
、
そ
の
必
要
と
す
る
情
報
を
十
分
に
取
得
し
及
び
利
用
し
並
び
に
円
滑
に
意
思
疎
通
を
図
る
こ

と
が
で
き
る
こ
と
が
極
め
て
重
要
で
あ
る
こ
と
に
鑑
み
、
障
害
者
に
よ
る
情
報
の
取
得
及
び
利
用
並
び
に
意
思
疎
通
に
係
る

施
策
に
関
し
、
基
本
理
念
を
定
め
、
及
び
国
、
地
方
公
共
団
体
等
の
責
務
を
明
ら
か
に
す
る
と
と
も
に
、
障
害
者
に
よ
る
情

報
の
取
得
及
び
利
用
並
び
に
意
思
疎
通
に
係
る
施
策
の
基
本
と
な
る
事
項
を
定
め
る
こ
と
等
に
よ
り
、
障
害
者
に
よ
る
情
報

の
取
得
及
び
利
用
並
び
に
意
思
疎
通
に
係
る
施
策
を
総
合
的
に
推
進
し
、
も
っ
て
全
て
の
国
民
が
、
障
害
の
有
無
に
よ
っ
て



分
け
隔
て
ら
れ
る
こ
と
な
く
、
相
互
に
人
格
と
個
性
を
尊
重
し
合
い
な
が
ら
共
生
す
る
社
会
の
実
現
に
資
す
る
こ
と
を
目
的

と
す
る
。 

 

（
定
義
） 

第
二
条 

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
障
害
者
」
と
は
、
障
害
者
基
本
法
（
昭
和
四
十
五
年
法
律
第
八
十
四
号
）
第
二
条
第
一
号
に

規
定
す
る
障
害
者
を
い
う
。 

（
基
本
理
念
） 

第
三
条 

障
害
者
に
よ
る
情
報
の
取
得
及
び
利
用
並
び
に
意
思
疎
通
に
係
る
施
策
の
推
進
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
旨
と
し
て

行
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

障
害
者
に
よ
る
情
報
の
取
得
及
び
利
用
並
び
に
意
思
疎
通
に
係
る
手
段
に
つ
い
て
、
可
能
な
限
り
、
そ
の
障
害
の
種
類

及
び
程
度
に
応
じ
た
手
段
を
選
択
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
。 

二 

全
て
の
障
害
者
が
、
そ
の
日
常
生
活
又
は
社
会
生
活
を
営
ん
で
い
る
地
域
に
か
か
わ
ら
ず
等
し
く
そ
の
必
要
と
す
る
情

報
を
十
分
に
取
得
し
及
び
利
用
し
並
び
に
円
滑
に
意
思
疎
通
を
図
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
。 

三 

障
害
者
が
取
得
す
る
情
報
に
つ
い
て
、
可
能
な
限
り
、
障
害
者
で
な
い
者
が
取
得
す
る
情
報
と
同
一
の
内
容
の
情
報
を



障
害
者
で
な
い
者
と
同
一
の
時
点
に
お
い
て
取
得
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
。 

四 
デ
ジ
タ
ル
社
会
（
デ
ジ
タ
ル
社
会
形
成
基
本
法
（
令
和
三
年
法
律
第
三
十
五
号
）
第
二
条
に
規
定
す
る
デ
ジ
タ
ル
社
会

を
い
う
。
）
に
お
い
て
、
全
て
の
障
害
者
が
、
高
度
情
報
通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
利
用
及
び
情
報
通
信
技
術
の
活
用
を
通

じ
、
そ
の
必
要
と
す
る
情
報
を
十
分
に
取
得
し
及
び
利
用
し
並
び
に
円
滑
に
意
思
疎
通
を
図
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す

る
こ
と
。 

（
国
及
び
地
方
公
共
団
体
の
責
務
等
） 

第
四
条 

国
は
、
前
条
の
基
本
理
念
に
の
っ
と
り
、
障
害
者
に
よ
る
情
報
の
取
得
及
び
利
用
並
び
に
意
思
疎
通
に
係
る
施
策
を

総
合
的
に
策
定
し
、
及
び
実
施
す
る
責
務
を
有
す
る
。 

２ 

地
方
公
共
団
体
は
、
前
条
の
基
本
理
念
に
の
っ
と
り
、
そ
の
地
域
の
実
情
を
踏
ま
え
、
障
害
者
に
よ
る
情
報
の
取
得
及
び

利
用
並
び
に
意
思
疎
通
に
係
る
施
策
を
策
定
し
、
及
び
実
施
す
る
責
務
を
有
す
る
。 

３ 

国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
障
害
者
に
よ
る
情
報
の
取
得
及
び
利
用
並
び
に
意
思
疎
通
に
係
る
施
策
が
障
害
者
で
な
い
者

に
よ
る
情
報
の
十
分
な
取
得
及
び
利
用
並
び
に
円
滑
な
意
思
疎
通
に
も
資
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
を
認
識
し
つ
つ
、
当
該
施

策
を
策
定
し
、
及
び
実
施
す
る
も
の
と
す
る
。 



（
事
業
者
の
責
務
） 

第
五
条 

事
業
者
は
、
そ
の
事
業
活
動
を
行
う
に
当
た
っ
て
は
、
障
害
者
が
そ
の
必
要
と
す
る
情
報
を
十
分
に
取
得
し
及
び
利

用
し
並
び
に
円
滑
に
意
思
疎
通
を
図
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
よ
う
努
め
る
と
と
も
に
、
国
又
は
地
方
公
共
団
体
が
実

施
す
る
障
害
者
に
よ
る
情
報
の
取
得
及
び
利
用
並
び
に
意
思
疎
通
に
係
る
施
策
に
協
力
す
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
国
民
の
責
務
） 

第
六
条 

国
民
は
、
障
害
者
に
よ
る
情
報
の
十
分
な
取
得
及
び
利
用
並
び
に
円
滑
な
意
思
疎
通
の
重
要
性
に
関
す
る
関
心
と
理

解
を
深
め
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。 

（
関
係
者
相
互
の
連
携
及
び
協
力
） 

第
七
条 

国
、
地
方
公
共
団
体
、
事
業
者
そ
の
他
の
関
係
者
は
、
障
害
者
に
よ
る
情
報
の
取
得
及
び
利
用
並
び
に
意
思
疎
通
に

係
る
施
策
が
効
率
的
か
つ
効
果
的
に
推
進
さ
れ
る
よ
う
、
相
互
に
連
携
を
図
り
な
が
ら
協
力
す
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。 

（
障
害
者
等
の
意
見
の
尊
重
） 

第
八
条 

国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
障
害
者
に
よ
る
情
報
の
取
得
及
び
利
用
並
び
に
意
思
疎
通
に
係
る
施
策
を
講
ず
る
に
当



た
っ
て
は
、
障
害
者
、
障
害
児
の
保
護
者
そ
の
他
の
関
係
者
の
意
見
を
聴
き
、
そ
の
意
見
を
尊
重
す
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。 

（
障
害
者
基
本
計
画
等
と
の
関
係
） 

第
九
条 

政
府
が
障
害
者
基
本
法
第
十
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
障
害
者
基
本
計
画
を
、
都
道
府
県
が
同
条
第
二
項
に
規
定
す

る
都
道
府
県
障
害
者
計
画
を
、
市
町
村
が
同
条
第
三
項
に
規
定
す
る
市
町
村
障
害
者
計
画
を
策
定
し
又
は
変
更
す
る
場
合
に

は
、
そ
れ
ぞ
れ
、
当
該
計
画
が
こ
の
法
律
の
規
定
の
趣
旨
を
踏
ま
え
た
も
の
と
な
る
よ
う
に
す
る
も
の
と
す
る
。 

２ 

政
府
は
、
障
害
者
基
本
法
第
十
三
条
の
規
定
に
よ
り
国
会
に
提
出
す
る
報
告
書
に
お
い
て
、
障
害
者
に
よ
る
情
報
の
取
得

及
び
利
用
並
び
に
意
思
疎
通
に
係
る
施
策
の
実
施
の
状
況
が
明
ら
か
に
な
る
よ
う
に
す
る
も
の
と
す
る
。 

（
法
制
上
の
措
置
等
） 

第
十
条 

政
府
は
、
障
害
者
に
よ
る
情
報
の
取
得
及
び
利
用
並
び
に
意
思
疎
通
に
係
る
施
策
を
実
施
す
る
た
め
必
要
な
法
制
上

又
は
財
政
上
の
措
置
そ
の
他
の
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

第
二
章 

基
本
的
施
策 

（
障
害
者
に
よ
る
情
報
取
得
等
に
資
す
る
機
器
等
） 



第
十
一
条 

国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
障
害
者
に
よ
る
情
報
の
十
分
な
取
得
及
び
利
用
並
び
に
円
滑
な
意
思
疎
通
に
資
す
る

情
報
通
信
機
器
そ
の
他
の
機
器
及
び
情
報
通
信
技
術
を
活
用
し
た
役
務
（
以
下
こ
の
条
及
び
第
十
五
条
に
お
い
て
「
障
害
者

に
よ
る
情
報
取
得
等
に
資
す
る
機
器
等
」
と
い
う
。
）
の
開
発
及
び
普
及
の
促
進
を
図
る
た
め
、
障
害
者
に
よ
る
情
報
取
得

等
に
資
す
る
機
器
等
に
関
し
、
開
発
及
び
提
供
に
対
す
る
助
成
そ
の
他
の
支
援
、
規
格
の
標
準
化
、
障
害
者
又
は
そ
の
介
助

を
行
う
者
（
次
項
及
び
第
三
項
に
お
い
て
「
障
害
者
等
」
と
い
う
。
）
に
対
す
る
情
報
提
供
及
び
入
手
の
支
援
そ
の
他
の
必

要
な
施
策
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。 

２ 

国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
障
害
者
等
が
障
害
者
に
よ
る
情
報
取
得
等
に
資
す
る
機
器
等
の
利
用
方
法
を
習
得
す
る
こ
と

が
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
、
障
害
者
に
よ
る
情
報
取
得
等
に
資
す
る
機
器
等
の
利
用
に
関
し
、
障
害
者
の
居
宅
に
お
け
る

支
援
、
講
習
会
の
実
施
、
障
害
者
等
か
ら
の
相
談
へ
の
対
応
そ
の
他
の
必
要
な
取
組
を
自
ら
行
う
と
と
も
に
、
当
該
取
組
を

行
う
者
を
支
援
す
る
た
め
に
必
要
な
施
策
を
講
ず
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。 

３ 

国
は
、
障
害
者
に
よ
る
情
報
取
得
等
に
資
す
る
機
器
等
の
開
発
及
び
普
及
の
促
進
並
び
に
質
の
向
上
に
資
す
る
よ
う
、
内

閣
府
、
デ
ジ
タ
ル
庁
、
総
務
省
、
厚
生
労
働
省
、
経
済
産
業
省
そ
の
他
の
関
係
行
政
機
関
の
職
員
、
障
害
者
に
よ
る
情
報
取

得
等
に
資
す
る
機
器
等
を
開
発
し
又
は
提
供
す
る
者
、
障
害
者
等
そ
の
他
の
関
係
者
に
よ
る
協
議
の
場
を
設
け
る
こ
と
そ
の



他
関
係
者
の
連
携
協
力
に
関
し
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。 

（
防
災
及
び
防
犯
並
び
に
緊
急
の
通
報
） 

第
十
二
条 
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
障
害
の
種
類
及
び
程
度
に
応
じ
て
障
害
者
が
防
災
及
び
防
犯
に
関
す
る
情
報
を
迅
速

か
つ
確
実
に
取
得
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
、
体
制
の
整
備
充
実
、
設
備
又
は
機
器
の
設
置
の
推
進
そ
の
他
の

必
要
な
施
策
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。 

２ 

国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
障
害
の
種
類
及
び
程
度
に
応
じ
て
障
害
者
が
緊
急
の
通
報
を
円
滑
な
意
思
疎
通
に
よ
り
迅
速

か
つ
確
実
に
行
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
、
多
様
な
手
段
に
よ
る
緊
急
の
通
報
の
仕
組
み
の
整
備
の
推
進
そ
の
他

の
必
要
な
施
策
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。 

（
障
害
者
が
自
立
し
た
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
営
む
た
め
に
必
要
な
分
野
に
係
る
施
策
） 

第
十
三
条 

国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
医
療
、
介
護
、
保
健
、
福
祉
、
教
育
、
労
働
、
交
通
、
電
気
通
信
、
放
送
、
文
化
芸

術
、
ス
ポ
ー
ツ
、
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
、
司
法
手
続
そ
の
他
の
障
害
者
が
自
立
し
た
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
営
む
た
め

に
必
要
な
分
野
に
お
い
て
、
障
害
者
が
そ
の
必
要
と
す
る
情
報
を
十
分
に
取
得
し
及
び
利
用
し
並
び
に
円
滑
に
意
思
疎
通
を

図
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
、
障
害
者
と
そ
の
他
の
者
の
意
思
疎
通
の
支
援
を
行
う
者
（
第
十
五
条
に
お
い
て



「
意
思
疎
通
支
援
者
」
と
い
う
。
）
の
確
保
、
養
成
及
び
資
質
の
向
上
そ
の
他
の
必
要
な
施
策
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。 

２ 
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
医
療
、
介
護
、
保
健
若
し
く
は
福
祉
に
係
る
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
者
、
学
校
の
設
置
者
、

事
業
主
、
交
通
施
設
（
移
動
施
設
を
含
む
。
）
を
設
置
す
る
事
業
者
、
電
気
通
信
若
し
く
は
放
送
の
役
務
を
提
供
す
る
事
業

者
又
は
文
化
芸
術
施
設
、
ス
ポ
ー
ツ
施
設
若
し
く
は
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
施
設
の
管
理
若
し
く
は
運
営
を
行
う
者
が
行
う
障

害
者
に
よ
る
情
報
の
十
分
な
取
得
及
び
利
用
並
び
に
円
滑
な
意
思
疎
通
の
た
め
の
取
組
を
支
援
す
る
た
め
に
必
要
な
施
策
を

講
ず
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。 

（
障
害
者
か
ら
の
相
談
及
び
障
害
者
に
提
供
す
る
情
報
） 

第
十
四
条 

国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
障
害
者
か
ら
の
各
種
の
相
談
に
応
ず
る
に
当
た
っ
て
は
、
障
害
者
が
そ
の
必
要
と
す

る
情
報
を
十
分
に
取
得
し
及
び
利
用
し
並
び
に
円
滑
に
意
思
疎
通
を
図
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
配
慮
す
る
も
の
と
す
る
。 

２ 

国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
障
害
者
に
情
報
を
提
供
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
そ
の
障
害
の
種
類
及
び
程
度
に
応
じ
て
こ
れ

を
行
う
よ
う
配
慮
す
る
も
の
と
す
る
。 

（
国
民
の
関
心
及
び
理
解
の
増
進
） 

第
十
五
条 

国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
障
害
者
に
よ
る
情
報
の
十
分
な
取
得
及
び
利
用
並
び
に
円
滑
な
意
思
疎
通
の
重
要
性



に
関
す
る
国
民
の
関
心
と
理
解
を
深
め
る
よ
う
、
障
害
者
に
よ
る
情
報
取
得
等
に
資
す
る
機
器
等
の
有
用
性
、
障
害
者
に
よ

る
円
滑
な
意
思
疎
通
に
お
い
て
意
思
疎
通
支
援
者
が
果
た
す
役
割
等
に
関
す
る
広
報
活
動
及
び
啓
発
活
動
の
充
実
そ
の
他
の

必
要
な
施
策
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。 

（
調
査
研
究
の
推
進
等
） 

第
十
六
条 

国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
障
害
者
に
よ
る
情
報
の
取
得
及
び
利
用
並
び
に
意
思
疎
通
に
関
す
る
調
査
及
び
研
究

を
推
進
し
、
そ
の
成
果
の
普
及
に
努
め
る
も
の
と
す
る
。 

附 

則 

こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。 
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